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要約
本研究は、 1960年代以降わが国で展開されてきた「参加型まちづくり」の方法を「コ
ミュニケーションJI主体・組織JI計画システム・プロセス」の 3つのデザインのカテゴ
リーに分けてレビューし、「防災復興まちづくり」においてこれら整理された「参加型まち
づくり」の方法がどう展開されうるかを考察した。
「コミュニケーション」については、具体的には地区カルテの取り組みからまちづくり
ワークショップにいたるまでの方法の展開を「数字と地図を用いる方法JI言葉と絵を用い
る方法」に分けて示した。「主体・組織Jについては、まちづくり協議会や住区協議会に始
まり、市民まちづくり活動やまちづくり会社、 NPOに至るまでの組織デザインの系譜を示
した。「計画システム・プロセス」については、それらをデザインする際の4つの政策の態
度(1多元主義重視モデ、ルJI代議制システム重視モデルJIコーポラテイズム重視モデル」
「自由競争重視モデルJ)を示し、それぞれ毎に方法の発展史を示した。
復興まちづくりにおいては、①圧縮された計画プロセスの中でコミュニケーションをど
うデザイン出来るかが課題、②様々な組織がデザインされた、③被災直後の多元主義重視
モデルの計画プロセスをどう作るかが課題、④今後の自由競争重視モデルにおいてどのよ
うに組織モデルを描くかが課題、という点を指摘した。
防災まちづくりにおいては、①総合的なコミュニケーション手法を開発する必要性、②
組織モデルが単純化しており、多様な組織モデルを描く必要性、③地域に即した計画シス
テム・プロセスを設計する必要がある、という点を指摘した。
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1 .はじめに
から編み出された方法が、イシューを超えて普遍
化され共有化されていないことにある。本稿の後
半部では、第一の目的にそって整理された方法の
阪神淡路大震災の復興まちづくりにおいて、 枠組みをもとに、「防災復興まちづくり」におい
NPOやまちづくり協議会が大きな役割を果たした て「参加型まちづくり」がどのように展開し得る
ことは記憶に新しい。 NPOやまちづくり協議会 のか、試論を展開したい。
が中心となった「参加型まちづくり」は、 1960年
代末より取り組まれてきた都市計画における「方 2. 方法の体系
法の体系」であるが、復興まちづくりの進捗とと
もにその役割や効果が喧伝され、 90年代前半(注
(1))より徐々に活発になりつつあった「参加型
まちづくり」の潮流は大きく展開した。片や平時
の防災訓練などの防災まちづくり、あるいは具体
の空間の整備に取り組む修復型のまちづくりにお
いて、「参加型まちづくり」の方法を用いること
はすでに自明ではあったが、このことは 90年代
後半以降にますます強調されている。
本論考の目的は、まず第一に、これら「参加型
まちづくり」で培われてきた「方法」の 60年代
末からの発展史を、「防災復興」に限らず、広く
都市計画全般において開発されてきた方法も含め
て体系的にレビューすることにある。こうした方
法は、現場において専門家や市民が「用いやすい
こと」が重視され、これまでは具体的な処方筆
(マニュアル)に近い形でまとめられ、紹介され
ることが多かった(注(2))。本論考では多少なり
とも方法を体系的に理解する枠組みを示し、その
枠組みに基づいて方法をレビューし、「参加型ま
ちづくり」の方法の現時点の到達点を示したい。
第二の目的は、「防災復興まちづくり」におい
てこれらの枠組みで整理された「参加型まちづく
り」の方法の展開の可能性を考察することにある。
冒頭に述べたとおり、「参加型まちづくり」は
「防災復興j と深い関係を持って発展してきた。
しかし、「防災復興」とは直接的に関連しない分
野の中で培われてきた方法は、「防災復興」にお
いて、十分に適用しえていない。このことは単純
に「参加型まちづくり」に関わる専門家同士の間
にあるギャップにも原因があるが、むしろ第一の
目的に挙げたとおり、例えば「防災」、「公園づく
り」、「マスタープラン作成」といった個別の経験
「参加型まちづくりJは、旧来型の都市計画のパ
ラダイムを変えるものであるとも言われるが、そ
の転換の根幹は、計画の作成主体や実現主体とし
て政府以外の主体が関わるところにある。そして、
他の主体が関わるために、主体聞の対話のための
コミュニケーションやコミュニケーションの方法、
他の主体を認識し、社会的な主体として位置付け
る方法、多くの主体の活動をオペレートする方法
が生まれた。本稿ではこれら三つの方法のカテゴ
リ一、「コミュニケーション(まとめかた、った
えかた)のデザインJ["主体・組織のデザイン」
「計画システム・プロセスのデザイン」に沿って、
60年代末以降に「参加型まちづくりj で生み出
されてきた方法を整理してみたい。これらの方法
の代表的なものを取り上げ、時系列的にその展開
をまとめた図を全体の見取り図として示しておく
(図1)。
3. コミュニケーションのデザインの流れ
「コミュニケーション(まとめかた、ったえかた)
のデザイン」とは、まちづくりに関わる様々な主
体が、お互いにまちづくりに関する情報をまとめ、
伝え、共有化する方法である。
この方法には、「数字」や「地図」などを用い
て科学的、客観的な情報を伝えることを目的とし
た方法と、「言葉」や「絵J["模型」などを用いて、
想像力を喚起し、豊かなイメージをもたらす事を
目的とした方法の、大きく二つの系統がある(注
3))。前者は地区カルテやGIS等がそれにあたり、
後者はデザインゲーム等がそれにあたる。そして、
その発展史をみると、まず前者の開発が先行し、
?????????
??
?
? ?
?
?
???????????????
??
??
??
??????
l金?容
ぷ，
1'1:.地1':カルテのl瑚把~コミュヱテイ，1"1河内紛ま
/1111'，1辺川他
刈知・担~) ，・川崎・・ヰ.
北側も'1m白地同 1:での体果的な物用と説.'if1成
??
?
?? ????
コミュニケーンヨ
ン(まと由かた，
ったえかた)のヂ
ザイン
品|引IQ¥'デザインに1
するが1"](r1な仙制
を， r政'1'， 1由同.
，i出，絵」を斜lみ什
わせることによっ
て，いかに 1舶にか、
え，かついかに「ま
ちjへの且.!I草川を IJl
lJaさせるか.
主体，組織のデザ
イン
付金'口組織のデザイン・軒l湖町
l崎線内ヂザイン・ Nl'口と行政
I聞紙のテザイン
川/アリスセンター・cs神
FI.・ハート十ーンツフサボー!
セシター・.
同雨戸fVi/7-三7イン|
まちづくり吋対集と
なるコミューティを
どA主うに副え.ど
のような 1'本.m
助，組織とまちっく
りを車内ていくか?
そLて， 主体や組織
をどのように育成L
ていくか.
，U'jlhjフロセス・ン
ステムのデザイン
まち.，く I)())フロセ
スをピ的ように制lみ
¥'(て，それをどのよ
うに持続するンステ
ムとして構築する
カ‘
。
ドー
参加叩!ま句づくりの J;U;d>長，i持
1:)，占.点以都内:A.? ~型IÜW
82 総合都市研究第 80号 2003
その限界を踏まえつつ後者が発達したという関係
にある。
(1) r数字」と「地図」を用いる方法
まず、前者の流れを概観すると、「シビルミニ
マムJ(注(4))の考え方を背景にして開発された
「地区カルテJ(注(5))が、初期の完成された方
法として挙げられる。地図の上に、都市の問題や
資源をまとめ、図集として発行する取り組みであ
る。主に地域・地区レベルの「コミュニティ計
画J(注(6))を住民の参加を得て作成する際に、
その基礎的資料として作成されたもので、先進的
な高知市、神戸市といった自治体において作成さ
れ、用いられた。国勢調査のデータ(注(7) な
ど各種の統計情報、行政の縦割り型の組織や、コ
ミュニティの中に分散している様々な情報をあつ
め、それを地図の上に集積していくという方法、
つまり「数字」を「地図」の上に表現していくと
いう方法は明快であり、多くの市町村で取り組み
が進められることとなった。以後、新しいデータ
のリソースが開発される、あるいは情報処理・表
現技術が発達する(例えば GISの発達や、イン
ターネットを介した双方向の情報交換システムの
発達などにといった外部的な要因によりこの方
法は精綴化していくことになる。
( 2) r言葉」と「絵」を用いる方法
しかしこの明快さ故に、「地区カルテ」や「コ
ミュニティ計画Jに対して、「数字や地図の羅列
であり、それを読むことによって豊かな生活のイ
メージが見えてこないJ(注(8))といった問題が
提起された。つまり、「言葉Jや「絵」を介して
生成されるイメージを、どのように情報化するこ
とが出来るか、という問題である。
この問題を克服するための以降の取り組みを見
ると、①情報を伝えるメディア自身の開発、②メ
ディアを用いて主体の「イメージ」を体験的に形
成し伝える方法(いわゆるワークショップ手法)
の開発、③イメージを豊富化させるような「表現
の方法Jの開発の3つに大別される。
①については、まちづくりの情報を、手に取り
やすい、読みやすいメディアにまとめる方法が模
索された。まちづくりの現場で発行される「まち
づくりニュース」、世田谷区太子堂の「三世代遊
び場マップJ10)、三重県伊勢市の「まちづくり絵
本J11)等の開発がこの流れに位置づけられる。
地区カルテがその風合いからして手に取った際に
普通の市民に肩肘を張らせるようなものであった
のに対し、親しみゃすい形で発行され、教育の場
などでも活用されることを目指したものである。
近年はウェブや CD-ROMなど、ハイパーテキス
ト、動画等を組み合わせる方法も開発され、まち
づくりの分野でも導入が進んでいる(注(9))。ま
た逆に、直接的なコミュニケーションを重視し、
空き庖舗や空き家などにまちづくりの情報拠点を
設ける取り組みも見ることができる(注(10))。
②については、各種のツールを用い、議論の場
において、多くの主体が、言葉や絵で表現される
イメージを形成し、やりとりする方法が開発され
てきた。いわゆるワークショップ手法と呼ばれる
方法である。ガリバーマップ13)、まち遊び14>や
タウントレイル15)、取材劇(注(10))といった方
法は、議論の場に、都市の中を歩く、将来のこと
をシミュレーションするなど、日常とは異なる体
験を持ち込み、参加者のイメージを形成する方法
であり、まちづくりの導入時に用いられることが
多い。ファシリテーショングラッフィックやK]
法(注(ll))といった方法は、これらの異種体験
型の方法から得られた情報を、「言葉」を中心に
やり取りし、まとめていく方法、デザインゲーム
(注(12))、コラージュゲーム(注(13))といった
方法は、「絵jを中心にやり取りする方法である。
ワークショップ手法の開発は古く、農村部にお
ける総合計画作成(注(14))においてまちづくり
に導入された。当初は町を歩いてカルテを作成し、
K]法によりそれらをまとめていく、といった
「言葉」をやり取りする方法が中心であったが、
やがて公園や公共施設の計画の現場においてデザ
インゲームなどの方法が開発され、以後、集合住
宅の計画、都市マスタープランの作成、街区単位
の計画作成や街路の整備計画の作成などにおいて
方法が開発されていく。
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③については、「数字」や「地図」に加えて、 えられる。
「言葉Jや「絵Jを組み合わせて情報を表現する
方法が模索された。建築学において「言葉」を論
理的に体系付け、空間デザインを記述する方法と
して示したのが、 C'アレグザンダーの「パタ
ン・ランゲージJ(注(15))である。わが国のま
ちづくりにおいては、埼玉県川越市の「まちづく
り規範J25)、神奈川県真鶴町の「美の基準J26)に
導入された。
パタン・ランゲージは多少難解であるために、
まちづくりの現場で用いる際に、専門家やプラン
ナーが中心的な使い手となり、住民が使いこなし、
合意を形成することが難しい。そのために、パタ
ン・ランゲージの表現を模しつつも、②で示した
ようなワークショップでの情報のやり取りのなか
から、情報を表現する方法が開発されてきた。行
われた会話からキーワードを抽出し、それを編集
し、物語のようにデザインの要素を組み立ててい
く「デザインランゲージ」の方法27)、模型を用い
たデザインゲームから、デザインの要素を抽出し、
それを編集して模型に表現し、模型によるシミュ
レーションを中心とした視覚的な情報伝達を重視
する方法などである28)
( 3)まとめ
「絵」と「言葉」、そして「数字」と「地図」は相
補的な関係であり、様々な方法を用いていかに
「絵」や「言葉」に表現されるイメージを展開させ、
かつそれを「数字」や「地図」によって現実化し
て表現出来るようにするかが方法の開発のポイン
トである。 90年代後半以降に目に見えて大きく
発達したのが情報通信技術であり、特に GISや
CADによる表現は、数字や地図で示される客観
的な情報を示してはいるが、その表現において受
け手のイメージをかき立てる。また繰り返すまで
もなくインターネットはこのような情報をより
「肩肘を張らずに」伝えるメディアとなる可能性
を秘めている。コミュニケーション(まとめかた、
ったえかた)の方法はこれらの寄与をうけて飛躍
的に発達したし、今後も情報通信技術の発達が外
部的な要因となり、方法が展開していくものと考
4. 主体・組織のデザインの流れ
(1)まちづくり協議会等を中心としたモデル
「主体・組織のデザイン」とは、まちづくりを
支え、持続していく主体や組織のデザインに関す
る方法である。その方法は、 60年代に辻堂南部
地区の町づくり運動、国立の町づくり運動、神戸
市丸山地区等の住民運動と、都市計画が相対する
ことにより生まれた(注(16))。住民運動の存在
を積極的に評価する議論もあり(注(17))、まず
住民・市民をまちづくりの主体として、計画のシ
ステムの中に位置付ける方法が開発されたが、こ
の方法はどちらかというと次節の「計画システ
ム・プロセスのデザイン」の潮流の源流に位置付
けられる。「主体・組織のデザイン」の方法が開
発されたのは、既存の組織を位置付けるのではな
く、まちづくり組織を設立・育成し、計画づくり
やまちづくりの事業実施に取り組む場合であり、
豊中市庄内地区、神戸市真野地区等のいわゆる
「修復型まちづくり」において、また、主に革新
系自治体における(注(18))総合計画の作成など
において、行政のパートナーを地域に育成する方
法として開発された。前者は「まちづくり協議
会」と総称される方法であり、後者は「住区協議
会」等(注(19))と呼ばれる方法である(注(20))。
行政とパートナーとなる地域を代表する組織を形
成し、まちづくりを進めるイメージが描かれ、行
政が専門家を派遣した組織も少なくない。この場
合の専門家が担った「主体・組織のデザイン」の
具体的なデザインの要素は、組織の構成、組織の
目標や事業の組み立て、組織と行政組織との関係
のデザインである(注(21))。
これらの方法は、特に持続的な取り組みを必要
とした「修復型まちづくり」において成果をおさ
めた。しかし、次第に組織の活動が形骸化し、行
政のやることを認証するだけの、「装置」に組織
が変化する、という問題も生まれた。本稿の用語
で整理すると、まちづくり協議会や住区協議会が、
「主体・組織」としてではなく、「計画システム・
84 総合都市研究第 80号 2003
プロセス」の一部となってしまう、という問題で
ある。原因としては、これらの組織が作成・提案
するまちづくりの「計画」と、組織としての「目
標」が表裏一体のものとして作成され、組織とし
ての目標を形成しにくく独自の事業を展開するこ
とが難しいこと、「地域の代表」という役割が与
えられるため、地域の代表者が集まるなど、重厚
な組織形態となり機動的な組織形態とならないこ
と、といった点が挙げられる。
( 2 )市民まちづくり活動やまちづくり会社を中
心としたモデル
この問題への対応は二つであり、一つは行政の
イニシアティブを強化し、協議会の「組織」とし
ての役割を後退させ「装置」としての機能を重視
する方向へいく、つまり「組織のデザイン」から
撤退し、「計画システム・プロセスのデザイン」
に専念するという対応である(注(22))。もう一方
の対応は、組織モデルそのものを見直し、目的指
向で機動力のある小さな組織を中心とした、より
柔軟な組織モデルを模索する、という対応である。
このような組織として注目されたのが、草の根の
市民活動や専門家のヴォランタリーな活動に代表
される「市民まちづくり活動」である。
市民まちづくり活動に早くから注目し、資金を
中心にそれらを支援、育成していたのが、 74年に
設立されたトヨタ財団である。 トヨタ財団は設立
時よりアメリカの調査などを通じ、「第三セク
ターの資金源として、 NPOを育てるのが財団の
役割」という使命を掲げ、草の根の市民団体に対
する優れた支援プログラムを全国を対象に展開し
ていた。
この方法は「太子堂まちづくり協議会」等での
経験を踏まえつつ、新しい組織モデルを模索して
いた世田谷区等に導入される。世田谷区の「まち
づくりセンター構想J34)では、それまでの「まち
づくり協議会」を中心とした組織モデルではなく、
協議会や専門的な能力を持つ組織、テーマごとに
オーガナイズされた組織がそれぞれ連携を取りな
がら活動を展開するイメージが描かれ、その構想、
に基づいて、ネットワークのハブとなる「世田谷
まちづくりセンター」、それらに対する資金的な
支援を行う「世田谷まちづくりファンド」、ネッ
トワークの結節点となる専門家の組織である「ま
ちづくりハウス」といった方法が開発された。
一方で、多くが比較的環境良好な地区で構成さ
れる世田谷で描かれた組織イメージに対し、開発
ポテンシャルの高い商業(観光)地区、社会サー
ビスが大きく不足している荒廃地区などにおいて
は、米国の調査等で得られたイメージを元に、
「コミュニティ開発法人J35)や「まちづくり会社」
を中心とした組織モデルが描かれた。より大きな
財力を持ち、専従スタッフを抱え、地域に密着し
ながら活動し、公益性の高い開発を行ったり、社
会性の高い住宅を供給するなど、政府に変わって
社会サービスの供給までもを担う組織である。衰
退した商業地区を観光地区として再生させた鮒黒
壁など、数は少ないが我が国でも成功事例が生ま
れている。
(3) NPO法の制定以降の流れ
このように、柔軟な組織形態を持つ組織モデル、
とりわけ市民まちづくり活動を重視する流れは、
98年に特定非営利活動促進法(通称NPO法)が
制定されたことにより大きくなる(注(23))0NPO 
法の意義は、小規模な組織を、簡易な手続きで社
会的な主体として位置づけられるようにするもの
であり、「組織のデザイン」の特に法的な障壁を
低くし、「まちづくり組織」のツール性を高めた
ことにある(注(24))。
そのため、まちづくりの目的に応じたより複雑、
かつ自由度の高い、オーダーメードの組織デザイ
ンが可能になり、組織内部のデザイン、組織間関
係のデザイン、組織と行政の関係のデザインがよ
り複雑化した。このような複雑化の流れを受け、
「組織・主体のデザイン」を専門とする中間支援
組織(注(25))も登場している。
現在、 NPOの認証を受けた組織も含め、多く
のまちづくり組織が組織化され、活動を行ってい
る。現在は確たる方法が少なく、やや抽象的な理
念や先行的な事例に沿って手探りで主体・組織が
デザインされている。今後の方法の確立が課題で
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あろう。
5. 計画システム・プロセスのデザイン
の流れ
多くの主体が参加して、計画をつくり具体のま
ちづくりに取り組んでいくプロセスと、それらを
まとめる計画システムは密接な関係にあり、本稿
ではそれらを、まちづくりの全体をオベレートす
る方法として一連のものとして扱う。「プロセ
ス」と「システム」のどこまでをデザインの対象
とするかは様々であり、それは、デザインの主体
(多くの場合政府)が、都市計画やまちづくりの
対象となる市民、コミュニティ、市場をどのよう
に認識し、「ガパナンス(注(26))の体系」の中
に位置付けるかという、いわば「政策の態度」に
拠る。
早田が示す Esping-Andersonのガパナンスの類
型(注(27))に基づいて、「政策の態度」を整理し
てみたい。一つ自の態度は、コミュニティや市場
を多元化したものと捉え、個別のセクターが等し
く意見を表明し、議論できるようなプロセスをデ
ザインする、という態度であり、いわば「多元主
義重視モデル」である。二つ目の態度は、コミュ
ニティや市場は代議制システム(議会)により代
表されると考え、代議制システムを充実させる形
でシステムをデザインする、という態度であり、
いわば「代議制システム重視モデル」である。三
番目の態度は、コミュニティや市場の中に戦略的
に政府のパートナーを見つけ(あるいは育成し)、
計画の作成や事業の実現までを共同で取り組むプ
ロセスとシステムをデザインする、という「コー
ポラテイズム重視モデルJである。四番目の態度
は、政府の役割を縮小し、 NPOや市場セクター
が自由に意思決定をして事業に取り組めるような
システムをデザインする、という「自由競争重視
モデル」である。それぞれ毎に具体の方法は異な
り、以下では型ごとにどのような「方法Jが発展
してきたかをまとめる。
(1)多元主義重視モデル
まず最初に方法が展開されたのは、「多元主義
重視モデ、ルJにおける方法である。初期に紹介さ
れた方法としては、計画などの作成プロセスにお
いて、専門家が特定の集団(多くの場合社会的な
弱者層)の利益を擁護してその主張を洗練化し、
政府などと交渉していく、というアドヴォケート
プランニングの方法が挙げられる39) やや並行し
て、わが国においては神戸市板宿地区 (71年~)
などで「協議会方式」と当時呼ばれた方式が現場
から編み出された。住民運動組織が集まり、行政
と調整の場としての「都市計画協議会」を設ける、
という方法である。これは神戸の中では真野地区
などの「まちづくり協議会」の方法につながって
いくが、組織を戦略的にデザインする「まちづく
り協議会Jは「コーポラテイズム重視」の流れの
源流に位置付けられ、「調整の場」がデザインの
対象となった板宿等の取り組みとは、その政策の
態度が明確に異なる(注(28))。
神戸市の本流は「コーポラテイズム重視」に流
れていくわけであるが、全国的に見ると、以後
「多元主義重視モデルJの流れに位置する方法は
着実に蓄積されつつある。法定化された方法とし
て、地区計画や都市計画マスタープラン制度の創
設とその作成の手続きの充実化、環境アセスメン
トの充実化などはこの流れであるし、都市計画マ
スタープランに対して対案を作成する「市民版マ
スタープラン」を重視する流れにもつながるへ
また、土木工学の分野では、パブリックインボル
ブメント (PI)が重視され、横浜市恩田元石川線
における取り組みのように、都市計画道路の路線
の意志決定における PIも試行されるようになっ
た。また、直近の都市計画法改正で新たに付け加
えられた、都市計画の「提案権」も、この流れに
位置付けられるだろう。単純化すれば発意、議論、
計画作成、調整、決定、といった都市計画やまち
づくりのあらゆる段階で、行政と市民サイドが
「対称性」を持ってそこに関与できるプロセスを
デザインする方法と、そこに実質的な対称性を確
保するための、市民への十分な'情報提供(アウト
リーチ)や、専門家の支援(アドヴォケート)の
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方法が展開されてきた。
(2 )代議制システム重視モデル
「代議制システム重視モデル」は、 60年代以降
のまちづくり、地方自治の現場に繰り返し現れる
モチーフであると言ってもいい。「組織のデザイ
ン」の項で述べたとおり、革新自治体において、
自治体内を幾つかの地区に分け、地区住民を代表
する組織をおき、そこと緊密な関係を作ることに
より、より地域に密着した行政の実現を目指す、
という住区協議会等の方法が試みられた。この試
みは全世界的な試みでもあり、特にイタリア・ボ
ローニャの「地区住民評議会」でとられた方法が、
多くの調査や視察を通じてわが国に伝えられた40)
以後70年代から 90年代にわたって、区の制度を持
つ政令市、人口の急増化に悩む郊外都市などを中
心に、革新自治体であるなしにも関わらず取り組
みが進められた。そこで考え出された方法は多く
あるが、その基本的な要素は、住区協議会等の
「決定」をどのように議会・政府の「決定」と関
連づけていくか、という点と、住区協議会等自身
が行う「事業」をどのように展開していくか、と
いう点になる(注 (29))0 I決定」については、
「政策的案件について協議し、決定はせずに、協
議した結果を関係各所に伝える」というところま
でが方法として確立し、「事業」については、住
区センター、コミュニティセンタ一等の「管理事
業」に取り組む場合が多い(注(30))。これら以上
の方法上のデザインをするとなると、地方自治制
度の骨格を見直す必要があり、方法上の工夫は限
界に達していると言えよう。
90年代に入り、地区評議会(ドイツプレーメ
ン) (注(31))など、海外で機能している方法が伝
えられ、後述する「まちづくり協議会」を含め、
代議制システム重視の立場からどのような「計画
システム・プロセス」をデザインすべきか、再び
問題が提起されている42)。地方自治法の改正等を
行い、決定権限を法的に位置付けたり、選挙のシ
ステムを変える必要があるだろう。
( 3) コーポラテイズム重視モデル
前2者の態度においてデザインされる方法が
「計画プロセス」や「代議制度」といった静的な
もののデザインであるのに対し、常に成長・衰退
する「市民組織」など動的なものを含めてデザイ
ンするのがコーポラテイズム重視モデルの立場で
ある。前2者が、やや「あるべき形Jを前提とし
た方法であるのに対し、ここでの方法は商庖街振
興、住環境整備といった、パートナーとなる組織
なしでは成り立たないまちづくりにおいて、「実
態に即した進め方」として開発されてきた方法で
あるとも言える。
他と大きく異なるのは「パートナーJとそれを
育成するプロセスが、計画システム・プロセスに
位置付けられていること、つまり、既述の「組織
のデザインJと表裏一体のものとして方法が開発
されたことにあり、「思うようにならない他人」
であるパートナーとの関係の中で、結果的に複雑
な計画システム・プロセスが生み出された。
その方法の展開を、「都市レベル」、「地区まち
づくり」で分けて見てみると、両方のレベルにお
いてそれぞれ方法の開発が進められ、やがて二つ
のレベルが包摂される都市全体の計画システム・
プロセスが開発されていく。
まず、都市レベルにおける取り組みを見ると、
「町田市考えながら歩くまちづくり」が初期の重
要な取り組みとして挙げられる(注(32))。総合計
画をどのように策定するか、という議論の中から
生まれた方法であるが、固定的な総合計画を否定
し、個別的なまちづくりを市民の中のパートナー
と関係を結びながら展開し、それらが総合された
ところに「総合計画」がある、という方法が示さ
れた。ただし、総合計画をはじめとする都市レベ
ルの計画をこのように捉える方法は以後定着せず
(注(33))、ごく少数の取り組みが後に続くのみ
であった。
地区レベルを見ると、自治省のモデルコミュニ
ティ事業、居住環境整備関係の諸事業や地区計画
などの手法を得て、「まちづくり協議会」等を
パートナーとした計画システム・プロセスの設計
が、 70年代前半より各地で実験的に取り組まれた。
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これらの経験の中から、早い段階から強調された
のが、「プランの漸進性・逆進性・拘束性と指針
性」である。まちづくりのプロセスは、計画作成
からその実現に至るまでにリアリティの高まる螺
旋状のプロセスをとり(漸進性)、調査を積み上
げてから計画を作り得るわけでは必ずしもなく
(逆進性)、計画の拘束性だけでなく指針性も重要
である、という考え方である(注(34))。つまり、
静的、固定的な計画を中心とした計画システム・
プロセスではなく、パートナーの状況にあわせて
やや動的に計画の概念を捉え、計画システム・プ
ロセスを組み立てていく考え方である。
この考え方は以後更に展開され、地区レベルの
計画を作成することよりも地権者個人の生活の設
計を重視し、それらの積み上げから計画を作成す
る、という方法が開発された。これは、住環境整
備のまちづくりにおいて、計画づくりや公共施
設・空間の整備のみが進行し、個別の住宅の建替
えが進行しなかったことの反省、つまり、まちづ
くり協議会をパートナーとして重視しすぎたこと
の反省を踏まえて生み出された方法であり、多く
の共同建替えを実現させた(注(35))。
また、やや並行して同時期に、コーポラティブ
住宅を住み手主体で計画するプロセスが開発され
た。共同建替えと共通する方法も多く、「漂流的
計画J["状況のデザインJ[" (設計者と住み手の)
相互浸透的プロセス」といった方法が提起された
(注(36))。
90年代になると 3 (2)で挙げたような「ワー
クショップ手法」の発達を得て、以上の計画プロ
セスに、様々な「ワークショップ手法Jが絡ませ
られるようになった。プロセスの個別のディテー
ルを豊富化するものであり、基本的な方法の構造
はそれほど変化がないが、地権者に豊かな空間の
イメージ、目標のイメージをワークショップ等の
手法を用いて形成する方法18)など、より豊かに
情報を交換する方法と、複雑さを増したプロセス
を組み合わせる総合的な方法が組み立てられた。
このように、パートナーを「協議会」や「地権
者」などに分けて設定し、それぞれにあわせた計
画プロセスを、「漸進性・逆進性・拘束性と指針
性JJといった特徴に留意しつつ組み立てること
が方法の基礎であり、結果として組み立てられる
複数のパートナーに対する複雑な計画プロセスを
受けとめる計画システム自体も、それによって変
わることとなった。最後に計画システムについて
展開をまとめておきたい。
既述の通り、コーポラテイズム重視の立場に
立った都市レベルの取り組みは、 70年代の町田市
において展開されたが、後に続く事例は少なく、
やがて町田市自身も通常の総合計画を作成するよ
うになる。このように、総合計画の中では展開し
なかったのであるが、先述した地区レベルのまち
づくりと、都市整備方針(注(37))等の部門を
絞ったマスタープランとの関係の中で計画システ
ムが構築されることになる。
地区レベルのまちづくりを初期より展開してい
た自治体においては、このようなシステムはどの
ような形であれ構築されていったが、明快なモデ
ルとしてそれを確立したのが、東京都足立区、世
田谷区、大阪府豊中市、兵庫県神戸市であろう。
ともに、自治体のパートナーの育成プログラム、
白治体とパートナーの関係のモデル、そこで提案
される計画の位置付けなどを包摂した計画システ
ムである。まちづくり協議会に加えて、世田谷で
はNPOが、豊中では商業者の育成が重視される
など、自治体によってパートナー像が異なり、そ
のことが方法の差異につながっている。
(4 )自由競争重視モデル
コーポラテイズム重視モデルは、計画プロセス・
システムを動的なものとして捉える方法であるが、
「計画」の役割、すなわち政府の役割がより縮小す
るのが、「自由競争重視モデル」の立場である。
政府の役割はもはや「関所守」程度でしかなくお)
効果的に資源を投入し、おおまかな政策目標を決
め、事業の実現はNPOなどの自由競争、あるい
はNPO同士や民間企業とのパートナーシップに
委ねるという態度である。
「参加型まちづくり」は基本的に「計画するこ
とJをルーツとしており、計画そのものを否定す
る、「自由競争重視モデル」の方法は、あまり取
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り組まれてこなかった。しかし、例えば「計画な
き計画」を自負する黒壁など48)、速い意思決定を
必要とする荷業・観光振興のまちづくり、あるい
はNGOやそれらを支える社会システムが高度に
発達したサンフランシスコなどの米国の一部では
このような方法が展開されてきた(注(38))。ま
た近年大きな流れになりつつある、「エコマ
ネー」を、「個々人が実現できる「まちづくり」
を交換することによってまちづくりを実現する方
法」として捉えれば、政府(あるいはプラン
ナー)の役割は、市場における証券取引所のよう
な役割でしかない。また、 90年代に入って官民
ともに充実してきた基金等による助成プログラム
を「まちづくり」の視点で捉えなおしてみると、
それは「助成の目標」として示された助成金のプ
ログラムに対して、市民組織がその目標にそって
組み立てた事業を提案し、競争の末にその助成金
を勝ち取り、他の組織と連携しながら地域での実
際のまちづくりに取り組むシステム、として捉え
られる。
このように、事例は散見されるが、どこまでを
「方法」としてデザインの対象にするかが、やや
定まっていないように思われる。デザインの役割
を消極的に考えれば、助成金や補助金の要綱など
が主たるデザインの対象となるのであろうし、積
極的に考えれば、市場を構成する様々な要素まで
がデザインの対象となるだろう(注(39))。方法
をデザインしすぎると「コーポラテイズム」に近
くなったり、さらには「閉鎖的な市場」を形成し
てしまうことになる。一方で全くデザインを行わ
ないとなると「誰も取引をしない市場」や「倫理
のない市場」になりかねない。今後の課題として
議論されるべきであろう。
( 5)モデル聞の関係
以上、 4つの「政策の態度」ごとにその方法の
発展を概観した。方法の蓄積を見ると、多元主義
重視モデルの場合、制度化された方法も少なくな
いが、やや使いこなされていない印象を受ける。
代議制システム重視モデルの場合は、現行制度下
で方法がほぼ出尽くしており、やや停滞している
印象を受ける。コーポラテイズム重視モデルの場
合、多くの方法があるが、これは地域社会やパー
トナーの状況に合わせた方法がオーダーメードで
開発されてきた経緯にも拠るものであろう。その
方法群が「まちづくり条例」や「市民活動支援条
例」などにおいて基礎自治体の単位で定式化され
つつあるが、現実のパートナーの姿が不明確なま
ま、やや形式が先行して条例が策定されているこ
とも少なくないようである。自由競争重視モデル
の場合、まだ十分に方法化していない。 NPO組
織が多く育ち、営利セクターと競争や協働を展開
しつつある現在、方法化が急がれる。
現実には、文中で述べた神戸市や世田谷区のよ
うに、折々の状況にあわせてこれら「政策の態
度」は変化している。政策の課題や地域の状況に
よって、これらの態度は使い分けられるべきであ
り、柔軟に切り換えていく姿勢が重要なのであろ
う。その際に大切なのは、あるモデルにおいて正
当な方法が、他のモデルにおいては正当ではない、
ということを認識しておくことである(注(40))。
コーポラテイズムを重視し、特定の組織とパート
ナーシップを組んでしまうことは、多元化、セク
ター化した地域社会においては大きな反発を招く
だろう。また、コーポラテイズムを重視する戦略
の元で育成されたパートナーが、時が経つにつれ
て、まるで議会のように振る舞いだすことも問題
を引き起こす。政策の課題や地域社会の状況を丁
寧に読みとり、態度と方法を形成していくことが
望まれる。
6. 防災復興まちづくりと参加型まちづ
くり(試論)
以上、「参加型まちづくり」で開発されてきた
方法を整理した。紙幅の都合から、方法を列挙す
るにとどまり、その具体については記述できな
かったが、筆者なりの大きな骨格を示した。最後
に、これらの方法をどのように防災復興まちづく
りに展開していくか考察を試みたい。
防災復興まちづくりと参加型まちづくりを図の
ように捉え、あえて対置させるとすれば、防災復
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興まちづくりで蓄積されている技術や方法は参加
型まちづくりに適用可能であり、逆もまたある、
というこつの分野間の交流を構想することが出来
る。やや強引な構図であるが、ここで防災復興ま
ちづくりに参加型まちづくりの方法がどのように
適用しうるか考察してみたい。
( 1 )復興まちづくりと参加型まちづくり
まず、復興まちづくりについて考えてみたい。
阪神淡路大震災からの復興まちづくりの現在を
見ると、一部を除き復興のための特別な体制は解
消され、震災前の一般的な施策の体系の中に、震
災復興関係の諸施策が整理されつつある。 NGO
の事業などを見ても、やや長期のスパンでコミュ
ニティを経営していくような事業の組み立てに変
化してきでいる。
阪神淡路大震災からの復興まちづくりにおいて
は、基本的には既成市街地のまちづくりのプロセ
スと同じプロセス、つまり地権者が集まり、合意
をして事業を組み立てていくプロセスが取られた。
震災から 7年、正確には被災後の半年ほどの応急
復旧の時期を除いた6年半ほどで、人的な資源が
圧倒的に不足する中で、極度に圧縮されたまちづ
くりのプロセスが展開されたことになる。そこに、
これまで述べたような「参加型まちづくりJの方
法はどれほど展開されたのだろうか、 3つの方法
のカテゴリーごとに展開された方法を術轍する。
「コミュニケーション(まとめかた、ったえかた)
のデザイン」については、インターネット(発災
時はパソコン通信がまだ主流だ、った)が、被災地
内外で情報を伝え、共有する方法として大きく展
閲された。他の「コミュニケーションのデザインj
の方法については筆者はあまり明るくなく、今後
さらに情報を収集していきたいが、区画整理や再
開発など、個人の土地を大きくデザインするよう
なまちづくりにおいて、ワークショップ手法はあ
まり導入されていないように思う(注(41))。極度
に圧縮されたプロセスの中で、どのようにこれら
の方法が機能しうるのか、今後の問題意識とした
しし
「主体・組織のデザイン」については、多くの
「まちづくり協議会j が設立され、それらの連絡
会まで組織されたこと、 NPO・NGOが多く設立
され、テント村への支援などから始まり、やがて
都市計画的なことも含む「まちづくり」へと取り
組むようになったこと、これらに専門家の支援組
織や各種の基金なども加え、様々なタイプの組織
が複雑に協力しあうネットワークが形成されたこ
となど挙げられる。来るべき市民社会における組
織像が、震災復興という特異な状況下でいち早く
形成されたとも捉えられ、「参加型まちづくり」
が、被災地で形成された組織モデルから学ぶこと
は多い。
「計画システム・プロセスのデザインJを見る。
ごく初期の、政府(国・県・市)の強いイニシア
ティブのもとでの、政策の決定を見ると。この段
階では市民の声が反映される余地すら無く、政府
は「参加型まちづくり」に取り組む意志すら無
かった(注(42)。応急的な対策を決めるにはス
ピードの速い意志決定が必要である、という論理
は理解できるが、この段階で「参加型まちづく
り」を展開するとすれば、「多元主義」の立場を
とり、対称性のある計画プロセスを組み立て、市
民へのアウトリーチ、アドヴォケートを充実させ
る取り組みが展開される必要があっただろう。今
後各地で起きるであろう大震災に備え、初期の政
策立案時にどのような計画プロセスやアウトリー
チやアドヴォケートの方法を組み立てるか、課題
は残された。
復興まちづくりの段階を見ると、既述の通り
「まちづくり協議会」が設立され、ややコーポラ
テイズム重視に近い立場で取り組みが進められた。
しかし、多くの協議会は「決定」をするための機
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関であり、そのまま組織としてのミッション(使
命)や具体的な事業を形成せず、まちづくりの組
織としてはあまり活動が継続されていない。一方
で、政府が全く関与しないところで、多くのNPO
が立ち上がり、それらが関係を取り結びながら活
動を展開した。つまり、自由競争重視の方法を展
開しうる状況にはあったのだが、政府がそれらを
効果的に支援する方法を十分に形成しなかった。
ここで、「まちづくり協議会」が地域を代表する
組織として意志決定をし、必要な資源を政府や住
民から集め、それらの資源を用いてNPOととも
に事業を立ち上げる、というやや理想的な組織モ
デルを構想すると、それらが上手く構築されたの
はごく一部の地区(その多くは震災前からまちづ
くり組織があり、防災や事前復興まちづくりに取
り組んでいた地区である)であった。
現在の被災地においては、財政的な厳しさもあ
り、政府はコーポラテイズム重視の立場から徐々
に撤退し、自由競争重視の立場に軸足を移しつつ
ある。述べた通り、 NPOとまちづくり協議会、
つまり特定の地区との安定的に資源をやり取りす
る関係が形成されているところが少ないため、資
源の供給源が政府からの補助金だけに単一化し、
活動が縮小化してしまうのではないかと懸念され
る。今後どのような組織モデ、ルが描かれるか期待
される。
(2 )防災まちづくりと参加型まちづくり
次に、防災まちづくりについて考えてみたい。
復興まちづくりが圧縮されたプロセスであったの
に対し、防災まちづくりは取り組みの時間のレン
ジが似ており、様々な方法が活用できるように思
われる。
「コミュニケーションのデザイン」を見ると、
GISを中心に開発されている被災のシミュレー
ションを見せる方法は、客観的な情報をビジュア
ルにまとめたものとして、「絵」や「言葉」が先
行しがちな参加型まちづくりに導入する余地が十
分ある。また逆に、防災まちづくりにおいても、
参加型まちづくりで開発されてきた「絵」や「言
葉」を中心としたコミュニケーションの方法を導
入する余地が十分にある。例えば、被災のシミュ
レーションを見て危機感を共有した後に、具体的
な生活の行為や建替え行為を考えるワークショッ
プを開催する、といった形の、総合的なプログラ
ムを開発する余地があるのではないだろうか。
「主体・組織のデザイン」を見ると、防災組織
やまちづくり協議会は、政府や地域との一対ーの
関係を重視するが故に、組織モデルがやや単純化
しているように思う。より柔軟な組織像を描くべ
きではないかと思う。
このことは、防災組織やまちづくり協議会が行
う事業がメニュー化してしまい、事業を創造的に
展開できる余地があまり無いことも原因であろう。
防災に関する事業は多いが、それぞれの事業(ビ
ジネス)が組織ごとに割り振られ、「防災組織は
防災訓練JI消火器の販売は民間会社」という具
合に、組織と事業との関係が固定化している。極
端なイメージを例示すれば、 NPOが防災訓練を
しながら消火器の販売活動を展開する、など、事
業とビジネスを創造的にマッチングし、それにあ
わせて組織を組み立てていくことが必要なのでは
ないだろうか。また、雑居ビルの建て込む飲食底
街などにおいては、課税権を持つ組織を設立し、
そこが財力を持って防災活動に取り組むという、
米国のBID53Jを模した組織モデルも考えられる。
BIDを模して中心市街地活性化のために多く設立
されているTMOとの関係も重要なのではないか。
「計画システム・プロセスのデザイン」を見る
と、防災まちづくりは基本的には、地域に行政の
パートナーとなる組織を育成する、コーポラテイ
ズム重視の立場をとっているように思う。しかし、
地域のコミュニティやコミュニティ組織の状況を
読みとり、様々な政策の態度を選択していくべき
であろう。
「多元主義重視」のイメージを例示すれば、海
外からの移民・労働者が多く多元化した地域など
では、地域防災計画等の立案過程において、アド
ヴォケートプランニングの方法を取るべきであろ
う。「自由競争重視Jのイメージを例示すれば、
介護保険の事業者が競争的に多く活動している地
域では、防災のまちづくりの担い手を介護保険事
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業者にまで広げ、事業者が競争して防災まちづく
りに取り組むように、防災まちづくりの資源の提
供の方法をデザインするべきであろう。
( 3)おわりに
以上、非常にラフなイメージであるが、参加型
まちづくりで展開されてきた「行政以外の多主体
と、関係をつくり、まちづくりを推進していく方
法」が、防災復興のまちづくりにおいて、どのよ
うに展開されうるか示した。
行政を含む多主体でまちづくりに取り組む、と
いうことは、実に複雑な世界に飛び込むことを意
味している。意志決定の主体と事業実施の主体が
多くなり、それぞれが相互作用を及ぼすため、ど
んどん複雑化するのである。本稿が、そのような
「複雑性の海」の中を航海する、一つの海図にな
れば幸いである。
注記
本稿は、筆者の参加する「参加型まちづくり研
究会J(米野史健・岡崎篤行・早田宰・薬袋奈美
子・森永良丙・吉村輝彦・河上牧子)が住宅総合
研究財団の助成を得て行った「参加型まちづくり
の基礎理念の体系化一先駆者の体験・思想に基づ
く考察一」の調査研究 (99年~OO年)において
得た情報、知見を発展させ、筆者が更に独自の調
査、考察を加えてまとめたものである。研究会の
00年までの成果は、文献55にまとめたとおりで
ある。
注
1)久らは、文献の調査を通じて、 70年代から 90年代
の「参加型まちづくり」に関する論説が活発に
なった時期等を分析している(文献1)。文献1の
作業の後、「参加型まちづくり」は、阪神淡路大震
災を契機に大きく展開することになった。
2)例えば、 90年代後半に入って相次いで発行された
文献2、3、4は、例えば都市計画マスタープラン
や地区計画などの具体のケーススタディを重視し、
それに即して実践的な方法や基礎的な考え方を伝
えるものである。
3)本稿では、「数字」を踏まえて誰が書いても同じに
なるものが「地図」、「言葉」を踏まえたところで
誰が書いても同じにならないものが「絵」、と定義
している。
4)ナショナルミニマムをもじった和製英語で、市民
の「生活権j を確保するために自治体ごとに定め
られる「政策公準」を指す。 1960年代に松下(文
献5)らが提唱した考え方である。
5)川名(大阪市立大学~東京都立大学)らが中心と
なって開発が進められた。「都市計画図集j →「生
活環境図集」→「地区(コミュニティ)カルテ」
へと発展しており、本稿ではこれら一連の取り組
みを「地区カルテ」と総称する。取り組みの全体
像は文献6に、具体の方法は文献 7に詳しい。
6) 70年代に入って作成が進められた、基本構想・基
本計画 (69年の地方自治法改正によって創設)の
地域別計画や、「モデルコミュニティ事業J(自治
省/71年~)に付随する計画を指す。 80年には都
市計画法の改正によって地区計画が創設され、こ
れらの計画の内容を都市計画上担保する仕組みが
整えられた。当時の「コミュニティ計画」の系譜
や方法上の到達点は奥田(文献8、特に第3部)に
詳しい。
7) 1そもそも地区カルテを作成できるようになったの
は、国勢調査の小知域の統計が利用できるように
なったことが大きい。j と小森は文献9p34におい
て発言している。
8)例えば奥田は、文献8p143において 1<シビルミ
ニマム>が、ただちに「都市住民 1人あたり 6平
方メートル以上の公園面積を・・」の課題認識に
移しかえられると、行政、住民の双方において、
公園の具体的利用もふくんだ、ゆたかな空間イ
メージがうかび、あがってこなしりと問題を提起し
ている。
9)例えば、神奈川県大和市における、都市計画マス
タープランの策定を契機にした一連の自治体電子
化の試み(文献2・12)など。
10)例えば、街かど研究室(島根県松江市)、山鼻・曙
まちづくりハウス(北海道札幌市)など、多くの
取り組みがある。
11)川喜多(文化人類学者)が考案した、複数のデー
タを創造的にまとめていく技法(文献17)。元来は
文化人類学等におけるフィールド調査で得られた
データを共有化し、まとめていく技法であったが、
洗練化、体系化され、様々な社会調査や研究の現
場において用いられている。
12)図面や模型を用いて議論し、デザインをまとめて
いく一連のワークショップ技法(文献18・19)。切
り絵や起こし絵などを用いたラフなものから、精
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密な模型まで、計画の対象や段階によって様々な
ツールが使い分けられる。
13)写真や絵画を切り抜くなどして貼りあわせ、イ
メージしていることを表現する技法。
14)東京工業大学青木研による山形県飯豊町の総合計
画作成の取り組み(文献20)や神戸市神出町(文
献21)道場町(文献22)などである。
15)パタン・ランゲージの原著は77年であり、日本語
版は84年の発行である(文献23)。アレグザンダー
の一連の理論は、「形の合成に関するノートJ(64 
年・文献24) に始まり、多くの日本の専門家に影
響を与えている。
16) I講座現代日本の都市問題Jは、西山卯三、宮本憲
ーらが監修に名を連ね、主に67年から 71年頃にか
けて執筆された原稿を元に編まれた叢書であり、
「都市問題と住民運動J(宮本・遠藤の監修・文献
29)、「都市計画と町づくりJ(西山の監修・文献
30) において、当時の最先端の事例に触れること
が出来る。
17)西山の議論(文献30)など。
18)革新自治体においては、首長が自らの支持基盤を
地域に作り出すために、積極的にこれらの施策を
推進した、という側面もある。
19)先進的にこの仕組みが取り入れられたのは埼玉県
三郷市であり、以後広く知られる取り組みとして、
東京都中野区の住区協議会、住民協議会(東京都
三鷹市)、住区住民会議(東京都目黒区)などがあ
る。
20)両者の厳密な境界線はないが、前者が都市計画上
で整備が必要なととろ(つまり、他と比べて環境
の悪いところ)における都市整備事業の実施をあ
る程度前提として組織化されるのに対し、後者は
計画作りに関与することを目的として組織化され
ることが多い。
21)文献31は、まちづくり協議会や住区協議会等(文
献タイトルは「まちづくり協議会Jであるが、本
稿と用語の定義が異なり、広い意味で「まちづく
り協議会」の用語を用いている)の組織デザイン
の具体の方法を、設立の段階、運営の段階、地域
との関係の取り方、計画作りの段階、計画を提案
したあとの段階、などに体系化したものである。
22)例えば神戸市では、 1989年に策定された「イン
ナーシティ総合整備基本計画」を契機に、真野地
区で構築された協議会を中心とした組織モデルを
見直し、大規模プロジェクトを中心とした、より
行政主導色の強い組織モデルを描き、新開地地区
などで実践している。神戸市の展開については文
献32・33に詳しい。また、神戸市で同時期に描か
れ実践された「いきいき下町推進協議会」を中心
としたモデルは、本稿で言うところの第三の対応
に近い。
23) NPO法の制定の大きなきっかけとなったのは阪神
淡路大震災であるが、震災以前より、小規模な市
民活動を「市民公益活動」と呼び、社会的な主体
として位置付けようという潮流はあった(文献36)。
24)特定非営利活動促進法が制定された以降、不十分
ではあるがNPO法人に対する税制支援措置が施行
される (01年)など、 NPOを取り巻く制度環境が
整いつつある。また、中間法人法 (01年)など、
法人制度全体も充実しつつあり、更には財団法人、
社団法人を含めた公益法人制度の包括的な改革も
進行中である。
25)各地で誕生している、特に民設民営のNPOセン
ターや市民活動支援センターがこれにあたる。全
体数は目覚ましく増加しているが、 99年段階での
状況は文献37で、最新の状況は日本NPOセンター
のホームページ (http://www.jnpoc.ne.jp/)等で一覧
できる。
26)早田(文献38)は、「ガパナンス」を「計画を実現
するために政府と社会がいかなる応答の構図を基
本的に構築しているか」と定義している。
27) Esping-Anderson (文献38) は「伝統的な代議制の
世界JI多元主義の世界JIコーポラテイズムの世
界JIクライアント中心主義の世界」と類型化して
いる。
28)神戸市の政策の分析は、塩崎(文献33)の論考に
詳しい。
29) I決定」を重視するのであれば「代議制システム重
視」の立場になるし、「事業Jを重視するのであれ
ば「コーポラテイズム重視」寄りの立場になる。
30)我が国における住区協議会等の取り組みと到達点
については名和田(文献41)の論考に詳しい。
31)市内を幾つかの地域に分け、議会に対応した地域
評議会、および市役所の下部組織である地域事務
所を置き、 4者の関係の中で政策の意思決定をし、
施策を実現させていく仕組み。名和田(文献41)
により詳しく紹介されている。
32)町田市自身の取り組みは文献43に詳しく、その取
り組みを論じたものとしては文献8がある。
33)文献8において、町田市の計画モデルに学んだ事
例として、東京都瑞穂町のまちづくり基本構想
(77年)等が挙げられている。
34)高見沢の論考(文献44・45) に詳しい。なお、高
見沢は3つの性質とあわせて、「実現手段の多元
性」も示している。
35)埼玉県上尾市仲町愛宕地区における一連の取り組
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み(文献46)である。
36)乾(文献47) は、自らが設計者として関わった
コーポラティブ住宅「ユーコートJと上尾市の一
連の共同建替え、門真市の「カルチェダムール」
等の取り組みを比較しながらこれらの方法を論じ
ている。
37)都市計画マスタープランが創設されるまで、市区
町村(特に東京23区や政令指定都市)において独
自に策定されていた都市整備部門のマスタープラ
ンである。都道府県が定める「整備開発又は保全
の方針」は、粗い内容のものが多く、市区町村に
おいてより詳細な方針として策定された。市区町
村を幾つかの地区に分け、それぞれごとに詳細な
構想を描いたものも少なくない(文献6)。
38)米国のコミュニティ開発包括補助金制度 (CDBG)
の運用の方法などが該当する。なお、 00年に「シー
ズ=市民活動を支える制度をつくる会j が、 CDBG
の調査を行っているが(文献49)、NPOが既に多
く活動するサンフランシスコ等では無く、やや日
本と状況の近いメリーランド州モンゴメリ郡にお
ける CDBGの運用実態のケーススタディがされて
いる。このように「自由競争重視モデ、ル」は、米
国でもごく一部の地域で見られるだけであり、多
くは「協働」をキーワードにする「コーポラティ
ブ重視モデル」が主流であると考えられる。
39)世田谷まちづくりファンドのように、完全な「自
由競争」ではなく、助成対象者の中から積極的に
パートナーを見つけだしていこう、というどちら
かというと「コーポラテイズム重視」の立場に近
い取り組みもある。
40) J. ジエイコブスは、文献50において、「市場の倫
理」と「統治の倫理」の、三つの「根本的に異な
る」人間の道徳や価値の体系があり、「その二っと
も有効であり、必要」であり、「それらが相互矛盾
しているのはなぜかを知れば、多くの混乱に光が
投じられるj としている。「政策の態度j の類型と
二つの倫理の対応関係を見ると、基本的には「統
治の倫理」を持つ(べき)ものであるが、「コーポ
ラテイズム重視モデル」や「自由競争重視モデ
ル」においては、そこに「市場の倫理j が見られ
(るべき)、二つの倫理の混同が課題となる。
41)筆者自身、震災直後に長田区野田北部地区でボラ
ンティア活動をしつつ、復興まちづくりの計画の
立案過程を観察した経験があるが、情報も人手も
圧倒的に不足し、さらに住民がおらず、空間が圧
倒的に破壊された状況では、基本的な議論をする
場を作り出すだけで大きな労力が必要であった。
初動期の計画立案過程については文献51にまとめ
た。
42)阪神淡路大震災の復興まちづくりのプロセスの問
題のうち、特に都市計画の決定手続きの問題につ
いては文献52に詳しい、なお、 2002年7月の都市
計画法改正により、土地所有者等および土地面積
の2/3の同意を得ることを条件とした、「決定都
市計画の提案権」が位置付けられた。これに伴い、
今後の(来る震災における)復興まちづくりにお
いては、阪神淡路でとられた、「被災2ヶ月後の都
市計画決定をスタートラインとした復興まちづく
りj とは、大きく異なるまちづくりのプロセスを
想定する必要がある。土地所有者の意向を十分に
反映した都市計画案を作成することは勿論のこと
であるが、具体的な問題としては、①2/3と明記
されているが故に、残りの 1/3の切り捨てにつな
がる危険性、②民間のディベロッパーが2/3の同
意をまとめて提案するケースの可能性と問題、③
2/3の同意を重視するばかりに、まちづくりのス
タートラインが形成できないことになる危険性、
などがある。
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The purposes of this paper are (1) to review the development history of the planning method of 
“community based planning" after 1960's in Japan， and (2) to discuss how these methods can be applied 
in the field of the disaster prevention and reconstruction. 
The development history is explained by three categories， (1) the design ofthe communication， (2) 
the design ofthe community organization， (3) the design ofthe planning process and system. 
The methods of“design of the communication"一“communitykarateヘ“workshop" and so on -are 
explained as a method for transmitting information by combining numeral， map， language， picture. In 
the methods of“design of the community organization"， the design history of the organization of 
community board， community based planning council and community development company are 
outlined. In the methods of“design ofthe planning process and system"， the four models ofthe attitude 
of the government l:emphasy the pluralism， 2:emphasy the parliamentary system， 3:emphasy the 
corporatism and 4:emphasy the free competition and each details are shown. 
In the field ofthe earthquake disaster reconstruction ， the four points were indicated (1) how can the 
communication be designed in condensed planning process， (2) various organization was designed， (3) 
how can the planning process ofthe pluralism be bui1t right after the disaster， (4)how is the organization 
model described in future under the free competition model . 
In the field ofthe disaster prevention， the three points were indicated (1) necessity of developing the 
synthetic communication technique， (2) necessity of describing various organization models， (3) 
necessity of design planning process and system which match the region. 
